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 国内の道路インフラの老朽化が深刻する中，一部の重量違反車両による舗装・構造物の劣化が大きな課

題となっている．特殊車両の通行には「特殊車両通行許可制度」または「特殊車両通行確認制度」による事

前の手続きが義務付けられているが，後者の「特殊車両通行確認制度（新制度）」は、その利便性にもかか

わらず利用率が低迷している．本研究では，同制度の普及・促進に向け，現状の運用における課題を整理・

抽出した上で，具体的な改善策及び促進方策を提案するものである．  
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1.  はじめに 

 国内の道路インフラの老朽化が深刻する中，一部の重

量違反車両による舗装・構造物の劣化が大きな課題とな

っている．道路や橋梁の保全，交通安全を確保するため，

道路法第47条の2に基づき，一般的制限値（幅・高さ・長

さ・総重量など）を超える車両が公道を通行する場合に，

道路管理者から許可を受けるための制度である特殊車両

通行制度が運用されている．本制度では，一般的制限値

（幅：2.5m，高さ：3.8m，長さ：12m，総重量：20t，軸

重：10t，輪荷重：5t，最小回転半径：12m）を1つでも超

える場合，特殊車両に区分され申請が必要となる． 

 現在，特殊車両通行制度には，2つの制度が併存す

る．全ての道路を対象に個別審査が行われる「特殊車両

通行許可制度」と，電子データ化された道路に限り，即

時に通行可否が分かる制度である「特殊車両通行確認制

度」である．特殊車両通行制度の比較を図-1に示す．

「特殊車両通行許可制度」は道路状況の調査や未収録道

路の協議が可能なため，柔軟なルート設定ができるのに

対し，「特殊車両通行確認制度」の対応道路は電子化さ

れた道路データ区間に限定されており，未収録道路や個

別協議が必要な道路は対象外となるなど，「特殊車両通

行確認制度」の方が対象となる道路範囲が狭い特徴があ

る． 

 申請方法や要する期間に着目すると，「特殊車両通行

許可制度」は経路を申請者が詳細に指定する必要がある

ほか，道路管理者の協議等もあるため，許可まで約1か月

を要する．一方，「特殊車両通行許可制度」は，車両を

事前登録する必要があるものの，出発地と目的地を入力

するだけで経路が自動表示，即時（数秒〜数分）で回答

を得られ，そのまま通行可能など，申請から回答を得る

までの期間が早い特徴がある． 

 「特殊車両通行確認制度」は2022年度より運用が開始

された新制度である．開始以降，本制度の利用を促進し

てきたが，現状の利用率は1%1)と言われており，普及が

進んでいない状況であり，普及・促進を図る必要がある．

しかし，企業が認識する特殊車両通行確認制度の課題を

過年度までに把握できていない． 

 以上を踏まえ，本論文では，特殊車両を保有する愛知

県内の企業に対し，特殊車両通行申請制度の利用実態や

利用可否の理由などを把握するアンケート調査の概要と

調査結果，結果を踏まえた特殊車両通行確認制度の課題

と普及・促進に向けた改善方法等を取りまとめる． 

 

図-1 特殊車両通行制度の比較 

 

2.  アンケート調査の概要 

本章は，実施したアンケート調査の概要を示す． 

 

(1)  調査目的 

 特殊車両通行確認制度の普及促進に向け，申請方法・

システムのメリットやデメリット（改善点）について，

道路利用者の意見を把握する． 

(2)  調査対象 

 現行の道路便覧整備状況でも制度利用が可能と想定さ

通行許可制度 通行確認制度

審査期間 約１ヶ月間 即時（リアルタイム）

対象道路 全ての道路 情報便覧に収録された道路

経路検索 詳細な経路を指定 出発地と目的地を指定

通行可能経路 申請した1経路のみ 確認した複数経路

手数料 申請車両台数×申請経路数×２００円
車両登録手数料１台5,000円（５年間有効）
２地点双方向２経路検索：１件につき600円
都道府県検索：１県400円（１～４県まで）



れる物流企業を調査対象と設定し，一般社団法人愛知県

トラック協会の会員企業311社（海コン部会269社・重量

品鉄鋼部会42社）に協力いただいた．  

(3)  調査期間 

 2025年10月20日（月）～11月28日（金）の約1か月間と

した． 

(4)  調査手法 

 WEBのアンケートフォームを作成し，オンラインで回

答いただいた．ただし，アンケートの依頼や回答フォー

ムへの案内は紙（回覧・チラシ等），電子（会員メール

での配信）で実施した． 

(5)  調査項目 

 各企業の特殊車両保有状況（事業規模）に加え，「通

行確認制度」の認知度や利用頻度，利用する／しない理

由，企業が感じる本制度のメリット・デメリット，申請

実態（自社対応，外部委託）等を把握した．なお，回答

の離脱を回避するため，調査票の設問数は最大でも10数

問程度に抑え，可能な範囲で選択式とするなど，回答負

担の軽減を図った． 

(6)  回収結果 

 41社から回答を得ることができた．回収率は約13%で

あった． 

 

3. 特殊車両通行確認制度の利用実態と課題の整理 

 

 本章は，アンケート調査結果に基づく特殊車両通行確

認制度の利用実態と課題について整理する． 

 

(1) アンケート調査結果 

a) 特殊車両通行確認制度の認知状況 

 特殊車両通行確認制度の認知状況結果を図-2に示す．

図-2より，「特殊車両通行確認制度」を「知っている」と

回答した割合は全体で約85％であり，「特殊車両通行確

認制度」自体の認知は進んでいる傾向にあることが確認

された． 

b) 特殊車両通行確認制度の利用状況 

 特殊車両通行確認制度の利用状況を図-3に示す．なお，

本項目はa)で「知っている」と回答した企業のみ調査し

ている．図-3より，「利用したことがある」と回答した割

合は全体で約43%と，利用は全体の半数以下に留まって

いることが確認された． 

c) 特殊車両通行確認制度の利用頻度 

 特殊車両通行確認制度の利用頻度を図-4に示す．なお，

本項目はb)で「利用したことがある」と回答した企業の

み調査している．図-4より，「特殊車両通行確認制度」を

利用したことがある企業のうち，「継続して利用してい

る」と回答した割合は全体で約60%であり，利用経験の

ある企業の約40%が一度は利用したが，現在とりやめて

いる状況であることが確認された．「特殊車両通行確認

制度」を利用する上で，企業にとって不便な事項がある

可能性が示唆された． 

d) 特殊車両通行確認制度の利用理由 

 特殊車両通行確認制度の利用理由について，継続利用

する企業の結果を図-5に，一度利用したが現在利用して

いない企業の結果を図-6に示す．なお，本項目はb)で「利

用したことがある」と回答した企業に対し，c)の結果を

踏まえて区分している．また，回答は3つまでの制限を設

けている．各結果について各選択肢に対する回答数から

各群の企業数で除した回答率で整理する．図-5より，「複

数経路を一度に確認することができるため」と回答した

企業は全体の約56%，「申請してからすぐに通行できる

ため」が全体の約44%であった．また，図-6より，「申請

してからすぐに通行できるため」が全体の約83%であっ 

 

図-2 特殊車両通行確認制度の認知状況結果 

 

 

図-3 特殊車両通行確認制度の利用状況結果 

 

図-4 特殊車両通行確認制度の利用頻度 

 

 

図-5 特殊車両通行確認制度の利用理由 
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都道府県内の通行可能な道路を一度に確認ができるため

経路地図がタブレット等でいつでも閲覧可能であるため

オンラインでキャッシュレスによる決済が可能であるため

携行書類が回答書（電子データも可）のみであるため
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が図られるため

申請費用が抑えられるため

その他
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（継続利用する企業N=9） 

 

図-6 特殊車両通行確認制度の利用理由 

（一度利用したが現在利用していない企業N=6） 

 

た．このことから，「申請してからすぐに通行できる」

ことが，企業にとって「特殊車両通行確認制度」を利用

するメリットと感じる傾向といえる． 

e) 特殊車両通行確認制度の利用時の困りごと／辞めた

理由 

 特殊車両通行確認制度を継続利用する企業には，初め

て利用する際の困りごとを，やめた企業については，そ

の理由を調査した．初めて利用する際の困りごとの回答

結果を図-7に，やめた理由の回答結果を図-8に示す．なお，

回答企業区分および回答割合の算出方法はd)と同様であ

る． 

図-7より，初めて利用する際に困ったこととして，「オ

ンラインシステムの操作マニュアルがわかりにくい」が

最も多かった一方で，「特になし（困っていない）」と

回答した企業も半数程度存在した．また，図-8より，利

用をやめた主な理由として，「オンラインシステムの操

作マニュアルがわかりにくい」，「道路情報便覧の見方

や操作方法がわかりにくい」との回答があった． 

f) 特殊車両通行確認制度の利用しない理由 

 b)で確認した特殊車両通行確認制度を利用しない企業

に調査した利用しない理由の回答結果を図-9に示す．な

お，本項目の回答は3つまでの制限を設けている．図-9よ

り，「申請にかかる手数料が高い」，「システムで対応

している道路情報便覧では通行したい道路が通れない」

が最も多く，それぞれ半数を占めている．また，「特殊

車両通行確認制度の内容がよくわからない」や，「シス

テムでの申請が難しそう」といった「特殊車両通行確認

制度」の概要やシステム申請などの詳細の認知が進んで

いない可能性が示唆された． 

制度へのご意見は今後の参考としつつ，道路情報便覧

の更新・見直し状況や，制度の詳細な内容の周知に向け

た広報を検討することが重要と考えられる． 

g) 特殊車両通行確認制度の知らない企業の利用意向と

その理由 

 a)で確認した特殊車両通行確認制度を知らない企業に

対し，図-10に示すような特殊車両通行許可制度と特殊車

両通行確認制度の特徴を比較した情報を提示した上で，

特殊車両通行確認制度の利用意向とその理由を調査した．

利用意向の結果を図-11に，回答理由を図-12に示す．なお，

本項目の調査には，回答は3つまでの制限を設けている．

図-11より，全ての企業から「利用してみたいと思う」と

回答があった．図-12より，利用してみたいと思う主な理

由として，「申請してからすぐに通行できるため」，「シ

ステムが自動的に経路を検索・表示するため」，「都道

府県内の通行可能な道路を一度に確認ができるため」が

半数以上の企業から回答があった． 

本制度を知らない企業の視点では，これら3点が「特殊

車両通行確認制度」のメリットとして認識された傾向が

確認された． 

 

 

図-7 初めて利用する際の困りごと 

（継続利用する企業N=9） 

 

図-8 特殊車両通行確認制度をやめた理由 

（一度利用したが現在利用していない企業N=6） 

 

図-9 特殊車両通行確認制度を利用しない理由 
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図-10 通行確認制度を知らない企業への情報提供内容 

 

図-11 特殊車両通行確認制度の利用意向 

 

図-12 特殊車両通行確認制度を利用したいと思う理由 

 

(2) 特殊車両通行確認制度の企業認識と課題 

 (1)より，「特殊車両通行確認制度」の特徴のうち，「申

請してからすぐに通行できる」ことが回答企業にとって

魅力として認識されている傾向にある． 

また，「特殊車両通行確認制度」の利用経験がある企

業からは，「オンラインシステムの操作マニュアルがわ

かりにくい」，「道路情報便覧の見方や操作方法がわか

りにくい」といった回答があったことから，普及促進に

向けた課題といえる． 

 

4.  普及・促進に向けた改善方法の検討 

 

3章までに整理した特殊車両通行確認制度の利用者認

識を踏まえ、対応方針を検討した．検討結果を以降に示

す。 

 

(1) 特殊車両通行確認制度の広報活動の強化 

 利用しない理由のうち、「特殊車両通行確認制度の内

容がよくわからない」や「今の申請制度（許可制度）で

特に困っていない」への対応として、通行申請制度の広

報活動の強化を検討した。 

 これまでも、中部地方整備局では「特殊車両通行ハン

ドブック」の公開や、ポータルサイトの設置などにより

広報活動を実施してきたが、サイトへのアクセスした方

への訴求に留まりがちであり、利用者に直接情報を届け

ることが難しい。そこで、業界関係者に対面式で広報す

る各種業界フェアなどへのブース出展を考えた。これに

より、特殊車両通行確認制度に関するポスターの掲示、

チラシの配布だけでなく、パソコンで申請のデモンスト

レーションの実施や講習会の開催、広報動画の放映など

も可能である。また、今回のアンケート調査結果から、

企業が特殊車両通行確認制度を利用する理由を魅力とし

て直接届けることができ、制度内容だけでなく、申請方

法などの具体的なイメージを訴求することが可能になる。

また、「今の申請制度（許可制度）で特に困っていない」

利用者に対しても、制度内容の再認識・再理解の機会創

出につながると考えられる。 

 

(2) システム操作の機会創出 

 利用しない理由のうち、「システムでの申請が難しそ

う」への対応として、システム操作の機会を創出する講

習会の開催を検討した。 

 現時点において、申請システム操作マニュアルや操作

説明ビデオは作成・公開されており、利用者が実際に閲

覧することも可能であるが、利用者が各自で理解してい

く必要があるため、途中でシステム操作が難しいと感じ

てしまうと、離脱してしまう可能性がある。一方、一般

財団法人道路新産業開発機構（以下、HIDO）の運営する

特車登録センターでは出張講習会を実施しているが、主

に利用者からの問い合わせがあった場合である。そのた

め、問い合わせを待たずに、道路管理者が積極的に行う

プッシュ型の講習会の開催により、システムを操作する

機会を創出することで、システム操作への抵抗をなくし、

利用促進を図ることができると考える。 

 

(3) 手数料の内容理解の促進 

特殊車両通行確認制度は、現行の特殊車両通行許可制度と比較して、

使い勝手が良い（早い、簡単、便利）手続き
となっています。

事前に登録した車両について、通行可能経路の確認・手数料の支払いまで、また通行可能

経路の検索・確認だけでなく、特殊車両の登録・届出・廃止の手続きもインターネット

を利用して２４時間・オンラインで行うことができます。

そのほか、特車通行確認制度には、特車通行許可制度と異なる様々な特徴があります。

特車通行許可制度 特車通行確認制度

車両登録
車両登録は不要（申請時には車両情報の
提示が必要）です。
◇許可証の有効期間内は通行可能です。

事前の車両登録が必要です。
◇５年ごとに車両登録を更新します。

手続き～運行 数日～数カ月が必要です。 ◇即時に通行できます。

経路
（手続き時）

自ら手作業で通行したい経路を選定するた
め、
通行が難しい道路、通行できない道路を選
ぶことがあります。

◇システムで通行可能経路を自動表示し
ます。
目的地の追加ができます。

対象道路

道路法上の道路全てが手続きの対象とな
りますが、道路情報が
電子データ化されていない道路は長期間
の個別協議が発生します。

道路情報が電子データ化された道路が対
象です。
◇システムで通行可能経路を即時に表示
します。

経路
（通行時）

通行できる道路の区間を一覧表、経路図で
表示します。
◇経路図はパソコンでの表示または紙媒
体で対応します。

通行できる道路の区間を経路図で表示しま
す。
◇経路地図はタブレット等でいつでも閲覧
可能です。

支払い
請求書を郵送で受取り、銀行等で振込等に
よる支払いです。

◇オンラインでキャッシュレスによる決済が
可能です。

携行書類
許可証及び関係書類一式を携行（電子
データも可）します。

◇回答書を携行（電子データも可）します。

入力
申請の都度、車両諸元等の情報を入力し
ます。

◇車両登録の情報を用いるため、車検証
情報から一部入力されます。

100% 0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

割合(N=6)

利用してみたいと思う 利用してみたいとは思わない

83%

50%

17%

50%

0%

0%

17%

17%

17%

17%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

申請してからすぐに通行できるため

システムが自動的に経路を検索・表示するため

複数経路（双方向）を一度に確認することができるため

都道府県内の通行可能な道路を一度に確認ができるため

経路地図がタブレット等でいつでも閲覧可能であるため

オンラインでキャッシュレスによる決済が可能であるため

携行書類が回答書（電子データも可）のみであるため

申請時、車両登録情報から車検証情報が一部入力されており、省力…

申請費用が抑えられるため

申請が簡単にできそうであるため

その他

割合(N=6)



 利用しない理由のうち、「申請にかかる手数料が高い」

への対応として、個別ケースに応じた料金照会システム

の構築を検討した。 

 現在、制度内には経路検索を行う際に、必要な手数料

が自動計算・表示される仕組みが組み込まれているが、

事前に試算する仕組みがない。つまり、手数料を把握す

るためには、システムにて操作をしてからでないと把握

することができない。また、手数料表は公開されている

ものの、各自が条件に合う手数料を探す必要がある。 

 個別ケースに詳細に対応することは難しいが、大まか

な出発地と目的地、条件などを入力することで簡易的に

試算できるシステムがあると、概算の手数料を利用者が

事前に把握することができ、申請利用へ寄与することが

考えられる。 

 

(4) 道路情報便覧に対応する道路の拡充・周知 

 利用しない理由のうち、「システムで対応している道

路情報便覧では通行したい道路が通れない」への対応と

して、道路情報便覧に対応する道路の拡充と利用者周知

を考えた。 

 直近3年間において、毎年1度道路情報便覧を更新して

いるが、現状未収録道路が存在し、それが利用抑制を誘

発している可能性が考えられる。また、新制度が始まっ

た2022年時点では、現状よりも未収録道路が多かったこ

とから、利用者がより適応していないと感じ、以降、新

制度の利用を避けている可能性も考えられる。そのため、

道路情報便覧が毎年更新されていること、また利用者に

対し定期的な確認を促すような周知を行うことが望まし

いと考えられる。 

(5) 制度内容の再認識・再理解の機会創出 

 利用しない理由のうち、「今の申請制度（許可制度）

で特に困っていない」への対応として、特殊車両通行確

認制度の広報の実施を検討するとともに、併せて利便性

の向上に努めていきたい。 

 

5.  まとめ (今後の検討課題) 

本稿では、特殊車両通行確認制度の普及・促進に向け、

制度の利用実態や利用者から見た制度の課題を把握する

ためのアンケート調査を実施し、調査結果から得られた

課題への対応方法を検討・整理した． 

今回はアンケート調査をもとに考えうる対応方法を検

討したが、今後は企業へのヒアリング調査も実施し、こ

れら対応方法の実施必要性、また具体なニーズを把握す

ることで効果的な対応方法を抽出し、普及・促進に向け

た活動を実施していきたい。 
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